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多様な高齢社員（60歳代前半層） 
の戦力化と雇用管理
─雇用区分の多様性に着目して
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高齢社員（60 歳代前半層社員）の人事制度を設計す
るには，最初に高齢社員の社員区分を定める必要があ
り，本報告では高齢社員の社員区分に注目した分析結
果を紹介した。社員区分を 4つに類型化─基準は①
雇用期間（有期/無期）と②雇用形態（正社員/非正社
員）─し，企業へのアンケート調査結果（4203 社）
を用いて，①企業属性，②人事管理の整備状況と高齢
社員の活用状況の特徴を捉えた。第一の分析結果は，
社員区分別の特徴である。「有期・非正社員」が 70.5％，
以下「有期・正社員」（19.3%），「無期・正社員」（9.1％），
「無期・非正社員」（1.1％）という構成であった。社
員区分が「有期・非正社員」は「製造業」や大企業に，
「有期・正社員」は「建設業」や中規模企業に多くみ
られる。第二に，上位 2類型（「有期・非正社員」「有

期・正社員」）に着目し，差異を人事管理の整備状況
や活用状況から分析した。「有期・正社員」の人事管
理制度の整備状況は，社員格付け制度以外の分野にお
いて，「有期・非正社員」は格付け制度のみ，それぞ
れ現役社員と同じ仕組みとする傾向にある。また，「有
期・正社員」に対する活用評価は高く，「管理能力・
指導力」や「若手・中堅への技術・技能伝承」「仕事
の変化に対する柔軟性」を評価し，高齢社員の活用が
「生産性の向上」に貢献する点も評価していた。更に，
今後の高齢社員の活用方針は，定年制の見直しも含め
て積極性が高い。以上の点から，雇用形態が正社員の
中でも「有期雇用」という社員区分を設けることが，
企業の高齢者雇用の進展に寄与することを示した。
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